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鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する法律 
（平成十九年十二月二十一日法律第百三十四号） 

 
（目的）  
第一条 この法律は、農山漁村地域において鳥獣による農林水産業等に係る被害が深刻な

状況にあり、これに対処することが緊急の課題となっていることにかんがみ、農林水産

大臣による基本指針の策定、市町村による被害防止計画の作成及びこれに基づく特別の

措置等について定めることにより、鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための

施策を総合的かつ効果的に推進し、もって農林水産業の発展及び農山漁村地域の振興に

寄与することを目的とする。  
 
（定義）  
第二条 この法律において「鳥獣」とは、鳥類又は哺乳類に属する野生動物をいう。  
２ この法律において「農林水産業等に係る被害」とは、農林水産業に係る被害及び農林

水産業に従事する者等の生命又は身体に係る被害その他の生活環境に係る被害をいう。  
 
（地方公共団体の役割）  
第二条の二 市町村は、その区域内における鳥獣による農林水産業等に係る被害の状況等

に応じ、第四条第一項に規定する被害防止計画の作成及びこれに基づく被害防止施策（鳥

獣による農林水産業等に係る被害を防止するための施策をいう。以下同じ。）の実施その

他の必要な措置を適切に講ずるよう努めるものとする。  
２ 都道府県は、その区域内における鳥獣による農林水産業等に係る被害の状況、市町村

の被害防止施策の実施の状況等を踏まえ、この法律に基づく措置その他の鳥獣による農

林水産業等に係る被害を防止するため必要な措置を講ずるよう努めるものとする。  
 
（基本指針）  
第三条 農林水産大臣は、被害防止施策を総合的かつ効果的に実施するための基本的な指

針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。  
２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  
一 被害防止施策の実施に関する基本的な事項  
二 次条第一項に規定する被害防止計画に関する事項  
三 その他被害防止施策を総合的かつ効果的に実施するために必要な事項  

３ 基本指針は、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成十四年法律第八十八号。

以下「鳥獣保護法」という。）第三条第一項に規定する基本指針と整合性のとれたもので

なければならない。  
４ 農林水産大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、
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環境大臣と協議するものとする。  
５ 農林水産大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公

表しなければならない。  
 
（被害防止計画）  
第四条 市町村は、その区域内で被害防止施策を総合的かつ効果的に実施するため、基本

指針に即して、単独で又は共同して、鳥獣による農林水産業等に係る被害を防止するた

めの計画（以下「被害防止計画」という。）を定めることができる。  
２ 被害防止計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  
一 鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止に関する基本的な方針  
二 当該市町村の区域内における農林水産業等に係る被害の原因となっている鳥獣であ

って被害防止計画の対象とするもの（以下「対象鳥獣」という。）の種類  
三 被害防止計画の期間  
四 対象鳥獣の捕獲等（農林水産業等に係る被害の防止のための対象鳥獣の捕獲等（鳥

獣保護法第二条第三項に規定する捕獲等をいう。以下同じ。）又は対象鳥獣である鳥類

の卵の採取等（鳥獣保護法第八条に規定する採取等をいう。）をいう。以下同じ。）に

関する事項  
五 対象鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための防護柵の設置その他の対象

鳥獣の捕獲等以外の被害防止施策に関する事項  
五の二 対象鳥獣による住民の生命、身体又は財産に係る被害が生じ、又は生じるおそ

れがある場合の対処に関する事項  
六 被害防止施策の実施体制に関する事項  
七 捕獲等をした対象鳥獣の処理に関する事項  
八 その他被害防止施策の実施に関し必要な事項  

３ 前項第四号の事項には、鳥獣保護法第九条第一項の規定により都道府県知事が行うこ

ととされている対象鳥獣の捕獲等の許可であって第六条第一項の規定により読み替えて

適用する鳥獣保護法第九条第一項の規定により被害防止計画を作成した市町村の長が行

うことができるものに係る事項（以下「許可権限委譲事項」という。）を記載することが

できる。  
４ 被害防止計画は、鳥獣保護事業計画（鳥獣保護法第四条第一項に規定する鳥獣保護事

業計画をいう。以下同じ。）（特定鳥獣保護管理計画（鳥獣保護法第七条第一項に規定す

る特定鳥獣保護管理計画をいう。以下同じ。）が定められている都道府県の区域内の市町

村の被害防止計画にあっては、鳥獣保護事業計画及び特定鳥獣保護管理計画）と整合性

のとれたものでなければならない。  
５ 市町村は、被害防止計画を定めようとする場合には、あらかじめ、都道府県知事に協

議しなければならない。この場合において、被害防止計画に許可権限委譲事項を記載し


